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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に配置された第１電極層上に、少なくとも発光層を含む有機機能層を形成する第
１形成工程と、
　前記有機機能層上に第２電極層を形成する第２形成工程と、を含み、
　前記第１形成工程において前記発光層の形成を開始してから、前記第２形成工程におい
て前記第２電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算照度の上限値を設定して
、前記積算照度が当該上限値以下となるように前記有機機能層を形成し、
　前記積算照度に起因する相対寿命及び相対電流発光効率に基づいて設定される有機デバ
イスの製品寿命が所定時間以上となるように、前記積算照度と前記相対寿命及び前記相対
電流発光効率との関係から、前記製品寿命が前記所定時間以上となる前記積算照度の前記
上限値を設定する、有機デバイスの製造方法。
【請求項２】
　前記積算照度が０である場合の前記有機デバイスの製品寿命をＬＴ０、前記有機デバイ
スに所定時間ｔだけ前記光が入射した場合の前記積算照度における相対寿命をΔＬＴｔ、
前記有機デバイスに前記所定時間ｔだけ前記光が入射した場合の前記積算照度における相
対電流発光効率をΔＥｆｆｔとした場合において、以下の式から前記有機デバイスの前記
製品寿命ＬＴを算出する、請求項１に記載の有機デバイスの製造方法。
ＬＴ＝（ＬＴ０）×ΔＬＴｔ×（ΔＥｆｆｔ）２

【請求項３】
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　前記積算照度の上限値を１００ｌｘ・ｈｒｓ以下とする、請求項１又は２に記載の有機
デバイスの製造方法。
【請求項４】
　基板上に配置された第１電極層上に、少なくとも発光層を含む有機機能層を形成する第
１形成工程と、
　前記有機機能層上に第２電極層を形成する第２形成工程と、を含み、
　前記第１形成工程において前記発光層の形成を開始してから、前記第２形成工程におい
て前記第２電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算吸収放射照度の上限値を
設定して、前記積算吸収放射照度が当該上限値以下となるように前記有機機能層を形成し
、
　前記積算吸収放射照度は、前記発光層を形成する材料の前記光の各波長に対する積算放
射照度の積分値であり、
　前記積算吸収放射照度に起因する相対寿命及び相対電流発光効率に基づいて設定される
有機デバイスの製品寿命が所定時間以上となるように、前記積算吸収放射照度と前記相対
寿命及び前記相対電流発光効率との関係から、前記製品寿命が前記所定時間以上となる前
記積算吸収放射照度の前記上限値を設定する、有機デバイスの製造方法。
【請求項５】
　前記光の発光スペクトルの少なくとも１つのピークの波長は、前記発光層を形成する材
料の吸収スペクトルの分布内である、請求項１～４のいずれか一項に記載の有機デバイス
の製造方法。
【請求項６】
　前記光は、５００ｎｍ以下の波長域を含まない、請求項１～５のいずれか一項に記載の
有機デバイスの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機デバイスの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の有機デバイスの製造方法として、例えば、特許文献１に記載された方法が知られ
ている。特許文献１に記載の有機デバイスの製造方法では、アリールアミン化合物を含む
発光層を、５００ｎｍ以下の波長を含まない光の環境下で湿式成膜する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１０／１０４１８４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　発光層は、光が入射すると、特性が劣化するおそれがある。そのため、上記従来の有機
デバイスの製造方法のように、発光層の形成は、５００ｎｍ以下の波長を遮断した光の環
境下（イエロー光の環境下）で行われる。このような環境下においても、発光層にイエロ
ー光（その他の光を含み得る）が入射すると、発光層にイエロー光が全く入射しない場合
に比べて、有機デバイスの特性が低下し、信頼性が低下し得る。そのため、有機デバイス
の発光層の製造においては、発光層を含む有機機能層の形成工程について、更なる改善が
求められている。
【０００５】
　本発明の一側面は、信頼性の低下を抑制できる有機デバイスの製造方法を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　本発明に一側面に係る有機デバイスの製造方法は、基板上に配置された第１電極層上に
、少なくとも発光層を含む有機機能層を形成する第１形成工程と、有機機能層上に第２電
極層を形成する第２形成工程と、を含み、第１形成工程において発光層の形成を開始して
から、第２形成工程において第２電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算照
度の上限値を設定して、積算照度が当該上限値以下となるように有機機能層を形成し、積
算照度に起因する相対寿命及び相対電流発光効率に基づいて設定される有機デバイスの製
品寿命が所定時間以上となるように、積算照度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係
から、製品寿命が所定時間以上となる積算照度の上限値を設定する。
【０００７】
　本発明の一側面に係る有機デバイスの製造方法では、有機デバイスの製品寿命が所定時
間以上となるように、積算照度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係から、発光層の
形成を開始してから第２電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算照度の上限
値を設定する。そして、積算照度が上記上限値以下となるように、有機機能層を形成する
。これにより、有機デバイスの製造方法では、製品寿命が所定時間以上となる有機デバイ
スを製造できる。したがって、有機デバイスの製造方法では、信頼性の低下を抑制できる
。
【０００８】
　一実施形態においては、積算照度が０である場合の有機デバイスの製品寿命をＬＴ０、
有機デバイスに所定時間ｔだけ光が入射した場合の積算照度における相対寿命をΔＬＴｔ

、有機デバイスに所定時間ｔだけ光が入射した場合の積算照度における相対電流発光効率
をΔＥｆｆｔとした場合において、以下の式から有機デバイスの前記製品寿命ＬＴを算出
してもよい。
ＬＴ＝（ＬＴ０）×ΔＬＴｔ×（ΔＥｆｆｔ）２

　これにより、有機デバイスの製品寿命ＬＴを制度良く算出できるため、積算照度の上限
値を制度良く設定できる。
【０００９】
　一実施形態においては、積算照度の上限値を１００ｌｘ・ｈｒｓ以下としてもよい。こ
れにより、製品寿命が例えば４０，０００時間となる有機デバイスを製造できる。
【００１０】
　本発明の一側面に係る有機デバイスの製造方法では、基板上に配置された第１電極層上
に、少なくとも発光層を含む有機機能層を形成する第１形成工程と、有機機能層上に第２
電極層を形成する第２形成工程と、を含み、第１形成工程において発光層の形成を開始し
てから、第２形成工程において第２電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算
照度が１００ｌｘ・ｈｒｓ以下となるように、有機機能層を形成する。
【００１１】
　本発明の一側面に係る有機デバイスの製造方法では、発光層の形成を開始してから第２
電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算照度が１００ｌｘ・ｈｒｓ以下とな
るように有機機能層を形成する。これにより、有機デバイスの製造方法では、製品寿命が
例えば４０，０００時間となる有機デバイスを製造できる。したがって、有機デバイスの
製造方法では、信頼性の低下を抑制できる。
【００１２】
　本発明の一側面に係る有機デバイスの製造方法は、基板上に配置された第１電極層上に
、少なくとも発光層を含む有機機能層を形成する第１形成工程と、有機機能層上に第２電
極層を形成する第２形成工程と、を含み、第１形成工程において発光層の形成を開始して
から、第２形成工程において第２電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算吸
収放射照度の上限値を設定して、積算吸収放射照度が当該上限値以下となるように有機機
能層を形成し、積算吸収放射照度は、発光層を形成する材料の前記光の各波長に対する積
算放射照度の積分値であり、積算吸収放射照度に起因する相対寿命及び相対電流発光効率
に基づいて設定される有機デバイスの製品寿命が所定時間以上となるように、積算吸収放
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射照度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係から、製品寿命が所定時間以上となる積
算吸収放射照度の上限値を設定する。
【００１３】
　本発明の一側面に係る有機デバイスの製造方法では、有機デバイスの製品寿命が所定時
間以上となるように、積算吸収放射照度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係から、
発光層の形成を開始してから第２電極層の形成を開始するまでの環境における光の積算吸
収放射照度の上限値を設定する。そして、積算吸収放射照度が上記上限値以下となるよう
に、有機機能層を形成する。これにより、有機デバイスの製造方法では、製品寿命が所定
時間以上となる有機デバイスを製造できる。したがって、有機デバイスの製造方法では、
信頼性の低下を抑制できる。
【００１４】
　一実施形態においては、光の発光スペクトルの少なくとも１つのピークの波長は、発光
層を形成する材料の吸収スペクトルの分布内であってもよい。このように、発光層を形成
する材料の吸収スペクトルの分布内に光の発光スペクトルのピーク波長が含まれる場合に
は、上記有機デバイスの製造方法が特に有効である。
【００１５】
　一実施形態においては、光は、５００ｎｍ以下の波長域を含まなくてもよい。有機デバ
イスの製造においては、短波長域に高感度な材料を使うことがある。そのため、５００ｎ
ｍよりも短波長の光がカットされたいわゆるイエロー光を用いることにより、短波長域に
高感度な材料が反応することを抑制することができるため、光が有機デバイスの特性に影
響を与えることを抑制できる。
【００１６】
　一実施形態においては、積算照度の上限値を、有機機能層に入射する光のスペクトルと
有機機能層の材料の吸収スペクトルとに基づいて設定してもよい。これにより、積算照度
の上限値をより精度良く設定できる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の一側面によれば、有機デバイスの信頼性の低下を抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、一実施形態に係る有機デバイスの製造方法により製造された有機ＥＬ素
子の断面構成を示す図である。
【図２】図２は、有機ＥＬ素子の製造方法を示すフローチャートである。
【図３】図３は、イエロー光における波長と相対パワーとの関係を示す図である。
【図４】図４は、発光層の吸収スペクトル分布を示す図である。
【図５】図５は、積算照度と相対寿命との関係を示す図である。
【図６】図６は、積算照度と相対電流発光効率との関係を示す図である。
【図７】図７は、積算照度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係を示す表である。
【図８】図８は、積算照度と推定製品寿命との関係を示す図である。
【図９】図９は、積算照度と製品寿命との関係を示す表である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、添付図面を参照して、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。なお、
図面の説明において同一又は相当要素には同一符号を付し、重複する説明は省略する。
【００２０】
　本発明の一実施形態において、図１に示されるように、有機ＥＬ素子（有機デバイス）
１は、支持基板３と、陽極層（第１電極層）５と、正孔注入層（有機機能層）７と、正孔
輸送層（有機機能層）９と、発光層（有機機能層）１１と、電子注入層（有機機能層）１
３と、陰極層（第２電極層）１５と、を備えている。
【００２１】
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　有機ＥＬ素子１は、支持基板３側から光を出射する形態、又は、支持基板３と反対側か
ら光を出射する形態を取り得る。以下では、有機ＥＬ素子１として、支持基板３側から光
を出射する形態について説明する。
【００２２】
［支持基板］
　支持基板３は、可視光（波長４００ｎｍ～８００ｎｍの光）に対して透光性を有する部
材から構成されている。支持基板３としては、例えば、ガラス等が挙げられる。支持基板
３がガラスである場合、その厚さは、例えば、０．０５ｍｍ～１．１ｍｍである。
【００２３】
　支持基板３は、樹脂から構成されていてもよく、例えば、フィルム状の基板（フレキシ
ブル基板、可撓性を有する基板）であってもよい。この場合、支持基板３の厚さは、例え
ば、３０μｍ以上５００μｍ以下である。支持基板３が樹脂の場合は、その厚さは、ロー
ルツーロール方式の連続時の基板のヨレ、シワ、及び伸びの観点からは４５μｍ以上が好
ましく、可撓性の観点から１２５μｍ以下が好ましい。
【００２４】
　支持基板３が樹脂である場合、その材料としては、例えば、プラスチックフィルム等が
挙げられる。支持基板３の材料は、例えば、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）；ポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）等のポリエステル
樹脂；ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、環状ポリオレフィン等のポリオ
レフィン樹脂；ポリアミド樹脂；ポリカーボネート樹脂；ポリスチレン樹脂；ポリビニル
アルコール樹脂；エチレン－酢酸ビニル共重合体のケン化物；ポリアクリロニトリル樹脂
；アセタール樹脂；ポリイミド樹脂；エポキシ樹脂等が挙げられる。
【００２５】
　支持基板３の材料は、上記樹脂の中でも、耐熱性が高く、線膨張率が低く、かつ、製造
コストが低いことから、ポリエステル樹脂、又はポリオレフィン樹脂が好ましく、ポリエ
チレンレテフタレート、又はポリエチレンナフタレートが更に好ましい。また、これらの
樹脂は、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２６】
　支持基板３の一方の主面３ａ上には、ガスバリア層、或いは、水分バリア層（バリア層
）が配置されていてもよい。支持基板３の他方の主面３ｂは、発光面である。他方の主面
３ｂには、光取出しフィルムが設けられていてもよい。
【００２７】
［陽極層］
　陽極層５は、支持基板３の一方の主面３ａ上に配置されている。陽極層５には、光透過
性を示す電極層が用いられる。光透過性を示す電極としては、電気伝導度の高い金属酸化
物、金属硫化物及び金属等の薄膜を用いることができ、光透過率の高い薄膜が好適に用い
られる。例えば酸化インジウム、酸化亜鉛、酸化スズ、インジウム錫酸化物（Ｉｎｄｉｕ
ｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ：略称ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎ
ｃ　Ｏｘｉｄｅ：略称ＩＺＯ）、金、白金、銀、及び銅等からなる薄膜が用いられ、これ
らの中でもＩＴＯ、ＩＺＯ、又は酸化スズからなる薄膜が好適に用いられる。陽極層５と
して、ポリアニリン及びその誘導体、ポリチオフェン及びその誘導体等の有機物の透明導
電膜を用いてもよい。
【００２８】
　陽極層５の厚さは、光の透過性、電気伝導度等を考慮して決定することができる。陽極
層５の厚さは、１０ｎｍ以上１０μｍ以下であり、好ましくは２０ｎｍ以上１μｍ以下で
あり、更に好ましくは５０ｎｍ以上５００ｎｍ以下である。
【００２９】
　陽極層５の形成方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング
法、メッキ法及び塗布法等を挙げることができる。塗布法としては、スピンコート法、キ
ャスティング法、マイクログラビアコート法、グラビアコート法、バーコート法、ロール
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コート法、ワイアーバーコート法、ディップコート法、スプレーコート法、スクリーン印
刷法、フレキソ印刷法、オフセット印刷法、及び、インクジェットプリント法等を挙げる
ことができる。
【００３０】
［正孔注入層］
　正孔注入層７は、陽極層５の主面（支持基板３に接する面とは反対側）上に配置されて
いる。正孔注入層７は、陽極層５から発光層１１への正孔注入効率を向上させる機能を有
する機能層である。正孔注入層７を構成する材料の例としては、酸化バナジウム、酸化モ
リブデン、酸化ルテニウム、及び、酸化アルミニウム等の酸化物、フェニルアミン化合物
、スターバースト型アミン化合物、フタロシアニン化合物、アモルファスカーボン、ポリ
アニリン、及び、ポリエチレンジオキシチオフェン（ＰＥＤＯＴ）のようなポリチオフェ
ン誘導体等を挙げることができる。
【００３１】
　電荷輸送性を有する従来知られた有機材料は、これと電子受容性材料とを組み合わせる
ことにより、正孔注入層７の材料として用いることができる。電子受容性材料としては、
ヘテロポリ酸化合物やアリールスルホン酸を好適に用いることができる。
【００３２】
　ヘテロポリ酸化合物とは、Ｋｅｇｇｉｎ型あるいはＤａｗｓｏｎ型の化学構造で示され
る、ヘテロ原子が分子の中心に位置する構造を有し、バナジウム（Ｖ）、モリブデン（Ｍ
ｏ）、タングステン（Ｗ）等の酸素酸であるイソポリ酸と、異種元素の酸素酸とが縮合し
てなるポリ酸である。異種元素の酸素酸としては、主にケイ素（Ｓｉ）、リン（Ｐ）、ヒ
素（Ａｓ）の酸素酸が挙げられる。ヘテロポリ酸化合物の具体例としては、リンモリブデ
ン酸、ケイモリブデン酸、リンタングステン酸、リンタングストモリブデン酸、及び、ケ
イタングステン酸等が挙げられる。
【００３３】
　アリールスルホン酸としては、ベンゼンスルホン酸、トシル酸、ｐ－スチレンスルホン
酸、２－ナフタレンスルホン酸、４－ヒドロキシベンゼンスルホン酸、５－スルホサリチ
ル酸、ｐ－ドデシルベンゼンスルホン酸、ジヘキシルベンゼンスルホン酸、２，５－ジヘ
キシルベンゼンスルホン酸、ジブチルナフタレンスルホン酸、６，７－ジブチル－２－ナ
フタレンスルホン酸、ドデシルナフタレンスルホン酸、３－ドデシル－２－ナフタレンス
ルホン酸、ヘキシルナフタレンスルホン酸、４－ヘキシル－１－ナフタレンスルホン酸、
オクチルナフタレンスルホン酸、２－オクチル－１－ナフタレンスルホン酸、ヘキシルナ
フタレンスルホン酸、７－へキシル－１－ナフタレンスルホン酸、６－ヘキシル－２－ナ
フタレンスルホン酸、ジノニルナフタレンスルホン酸、２，７－ジノニル－４－ナフタレ
ンスルホン酸、ジノニルナフタレンジスルホン酸、及び、２，７－ジノニル－４，５－ナ
フタレンジスルホン酸、等が挙げられる。ヘテロポリ酸化合物と、アリールスルホン酸を
混合して用いてもよい。
【００３４】
　正孔注入層７の厚さは、例えば１ｎｍ以上１μｍ以下であり、好ましくは２ｎｍ以上５
００ｎｍ以下であり、更に好ましくは５ｎｍ以上２００ｎｍ以下である。
【００３５】
　正孔注入層７は、例えば、上記材料を含む塗布液を用いた塗布法によって形成される。
【００３６】
　塗布法としては、スピンコート法、キャスティング法、マイクログラビアコート法、グ
ラビアコート法、バーコート法、ロールコート法、ワイアーバーコート法、ディップコー
ト法、スプレーコート法、スクリーン印刷法、フレキソ印刷法、オフセット印刷法、及び
、インクジェットプリント法等を挙げることができる。これら塗布法のうちの１つを用い
て、陽極層５上に塗布液を塗布することによって、正孔注入層７を形成することができる
。
【００３７】
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［正孔輸送層］
　正孔輸送層９は、正孔注入層７の主面（陽極層５に接する面とは反対側の面）上に配置
されている。正孔輸送層９は、正孔注入層７又は陽極層５により近い正孔輸送層９から発
光層１１への正孔注入効率を向上させる機能を有する機能層である。正孔輸送層９の材料
には、公知の正孔輸送材料が用いられ得る。正孔輸送層９の材料の例は、ポリビニルカル
バゾール若しくはその誘導体、ポリシラン若しくはその誘導体、側鎖若しくは主鎖に芳香
族アミンを有するポリシロキサン若しくはその誘導体、ピラゾリン若しくはその誘導体、
アリールアミン若しくはその誘導体、スチルベン若しくはその誘導体、トリフェニルジア
ミン若しくはその誘導体、ポリアニリン若しくはその誘導体、ポリチオフェン若しくはそ
の誘導体、ポリアリールアミン若しくはその誘導体、ポリピロール若しくはその誘導体、
ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）若しくはその誘導体、又はポリ（２，５－チエニレンビ
ニレン）若しくはその誘導体などを挙げることができる。
【００３８】
　正孔輸送層９の厚さは、用いる材料によって最適値が異なり、駆動電圧と発光効率が適
度な値となるように適宜設定される。正孔輸送層９の厚さは、例えば１ｎｍ～１μｍであ
り、好ましくは２ｎｍ～５００ｎｍであり、更に好ましくは５ｎｍ～２００ｎｍである。
【００３９】
　正孔輸送層９の形成方法としては、例えば、上記材料を含む塗布液を用いた塗布法等が
挙げられる。塗布法としては、正孔注入層７で例示した方法が挙げられる。塗布液の溶媒
としては、上記材料を溶解するものであればよく、例えば、クロロホルム、塩化メチレン
、ジクロロエタン等の含塩素溶媒、テトラヒドロフラン等のエーテル溶媒、トルエン、キ
シレン等の芳香族炭化水素溶媒、アセトン、メチルエチルケトン等のケトン系溶媒、酢酸
エチル、酢酸ブチル、及び、エチルセルソルブアセテート等のエステル溶媒を挙げること
ができる。
【００４０】
［発光層］
　発光層１１は、光（可視光を含む）を発する機能層であり、正孔輸送層９の主面（正孔
注入層７に接する面とは反対側の面）上に配置されている。発光層１１は、通常、主とし
て蛍光及び／又はりん光を発光する有機物、或いは該有機物とこれを補助する発光層用ド
ーパント材料を含む。発光層用ドーパント材料は、例えば、発光効率を向上させたり、発
光波長を変化させたりするために加えられる。なお、有機物は、低分子化合物であっても
よいし、高分子化合物であってもよい。発光層１１を形成する発光材料としては、例えば
、下記の色素材料、金属錯体材料、高分子材料等の主として蛍光及び／又はりん光を発光
する有機物、発光層用ドーパント材料等を挙げることができる。
【００４１】
（色素材料）
　色素材料としては、例えば、シクロペンダミン及びその誘導体、テトラフェニルブタジ
エン及びその誘導体、トリフェニルアミン及びその誘導体、オキサジアゾール及びその誘
導体、ピラゾロキノリン及びその誘導体、ジスチリルベンゼン及びその誘導体、ジスチリ
ルアリーレン及びその誘導体、ピロール及びその誘導体、チオフェン化合物、ピリジン化
合物、ペリノン及びその誘導体、ペリレン及びその誘導体、オリゴチオフェン及びその誘
導体、オキサジアゾールダイマー、ピラゾリンダイマー、キナクリドン及びその誘導体、
クマリン及びその誘導体等を挙げることができる。
【００４２】
（金属錯体材料）
　金属錯体材料としては、例えば、Ｔｂ、Ｅｕ、Ｄｙ等の希土類金属、又はＡｌ、Ｚｎ、
Ｂｅ、Ｐｔ、Ｉｒ等を中心金属に有し、オキサジアゾール、チアジアゾール、フェニルピ
リジン、フェニルベンゾイミダゾール、キノリン構造等を配位子に有する金属錯体を挙げ
ることができる。金属錯体としては、例えば、イリジウム錯体、白金錯体等の三重項励起
状態からの発光を有する金属錯体、アルミニウムキノリノール錯体、ベンゾキノリノール
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ベリリウム錯体、ベンゾオキサゾリル亜鉛錯体、ベンゾチアゾール亜鉛錯体、アゾメチル
亜鉛錯体、ポルフィリン亜鉛錯体、フェナントロリンユーロピウム錯体等を挙げることが
できる。
【００４３】
（高分子材料）
　高分子材料としては、例えば、ポリパラフェニレンビニレン及びその誘導体、ポリチオ
フェン及びその誘導体、ポリパラフェニレン及びその誘導体、ポリシラン及びその誘導体
、ポリアセチレン及びその誘導体、ポリフルオレン及びその誘導体、ポリビニルカルバゾ
ール及びその誘導体、上記色素材料、又は金属錯体材料を高分子化した材料等を挙げるこ
とができる。
【００４４】
（発光層用ドーパント材料）
　発光層用ドーパント材料としては、例えば、ペリレン及びその誘導体、クマリン及びそ
の誘導体、ルブレン及びその誘導体、キナクリドン及びその誘導体、スクアリウム及びそ
の誘導体、ポルフィリン及びその誘導体、スチリル色素、テトラセン及びその誘導体、ピ
ラゾロン及びその誘導体、デカシクレン及びその誘導体、フェノキサゾン及びその誘導体
等を挙げることができる。
【００４５】
　発光層１１の厚さは、通常約２ｎｍ～２００ｎｍである。発光層１１は、例えば、上記
のような発光材料を含む塗布液（例えばインク）を用いる塗布法により形成される。発光
材料を含む塗布液の溶媒としては、発光材料を溶解するものであれば、限定されない。
【００４６】
［電子注入層］
　電子注入層１３は、発光層１１の主面（正孔輸送層９と接する面とは反対側の面）上に
配置されている。電子注入層１３は、陰極層１５から発光層１１への電子注入効率を向上
させる機能を有する機能層である。電子注入層１３の材料には、公知の電子注入材料が用
いられ、例えば、アルカリ金属、アルカリ土類金属、アルカリ金属及びアルカリ土類金属
のうちの１種類以上を含む合金、アルカリ金属若しくはアルカリ土類金属の酸化物、ハロ
ゲン化物、炭酸塩、またはこれらの物質の混合物などを挙げることができる。アルカリ金
属、アルカリ金属の酸化物、ハロゲン化物、及び炭酸塩の例としては、リチウム、ナトリ
ウム、カリウム、ルビジウム、セシウム、酸化リチウム、フッ化リチウム、酸化ナトリウ
ム、フッ化ナトリウム、酸化カリウム、フッ化カリウム、酸化ルビジウム、フッ化ルビジ
ウム、酸化セシウム、フッ化セシウム、炭酸リチウムなどを挙げることができる。また、
アルカリ土類金属、アルカリ土類金属の酸化物、ハロゲン化物、炭酸塩の例としては、マ
グネシウム、カルシウム、バリウム、ストロンチウム、酸化マグネシウム、フッ化マグネ
シウム、酸化カルシウム、フッ化カルシウム、酸化バリウム、フッ化バリウム、酸化スト
ロンチウム、フッ化ストロンチウム、炭酸マグネシウムなどを挙げることができる。
【００４７】
　従来知られた電子輸送性の有機材料と、アルカリ金属の有機金属錯体を混合した材料も
、電子注入材料として利用することができる。
【００４８】
　電子注入層１３の厚さは、例えば、１～５０ｎｍである。
【００４９】
　電子注入層１３の形成方法としては、真空蒸着法等が挙げられる。
【００５０】
［陰極層］
　陰極層１５は、電子注入層１３の主面（発光層１１に接する面の反対側）上に配置され
ている。陰極層１５の材料としては、例えば、アルカリ金属、アルカリ土類金属、遷移金
属及び周期表第１３族金属等を用いることができる。陰極層１５の材料としては、具体的
には、例えば、リチウム、ナトリウム、カリウム、ルビジウム、セシウム、ベリリウム、
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マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム、バリウム、アルミニウム、スカンジウム、
バナジウム、亜鉛、イットリウム、インジウム、セリウム、サマリウム、ユーロピウム、
テルビウム、イッテルビウム等の金属、前記金属のうちの２種以上の合金、前記金属のう
ちの１種以上と、金、銀、白金、銅、マンガン、チタン、コバルト、ニッケル、タングス
テン、錫のうちの１種以上との合金、又はグラファイト若しくはグラファイト層間化合物
等が用いられる。合金の例としては、マグネシウム－銀合金、マグネシウム－インジウム
合金、マグネシウム－アルミニウム合金、インジウム－銀合金、リチウム－アルミニウム
合金、リチウム－マグネシウム合金、リチウム－インジウム合金、カルシウム－アルミニ
ウム合金等を挙げることができる。
【００５１】
　また、陰極層１５としては、例えば、導電性金属酸化物及び導電性有機物等からなる透
明導電性電極を用いることができる。導電性金属酸化物としては、具体的には、酸化イン
ジウム、酸化亜鉛、酸化スズ、ＩＴＯ、及びＩＺＯを挙げることができ、導電性有機物と
してポリアニリン及びその誘導体、ポリチオフェン及びその誘導体等を挙げることができ
る。なお、陰極層１５は、２層以上を積層した積層体で構成されていてもよい。なお、電
子注入層が陰極層１５として用いられる場合もある。
【００５２】
　陰極層１５の厚さは、電気伝導度、耐久性を考慮して設定される。陰極層１５の厚さは
、通常、１０ｎｍ～１０μｍであり、好ましくは２０ｎｍ～１μｍであり、更に好ましく
は５０ｎｍ～５００ｎｍである。陰極層１５の形成方法としては、例えば、真空蒸着法、
塗布法等を挙げることができる。
【００５３】
［有機ＥＬ素子の製造方法］
　続いて、上記構成を有する有機ＥＬ素子１の製造方法について、図２を参照しながら説
明する。
【００５４】
　支持基板３が可撓性を有し、長手方向に延在する基板である形態では、有機ＥＬ素子１
の製造方法には、ロールツーロール方式が採用され得る。ロールツーロール方式で有機Ｅ
Ｌ素子１を製造する場合、巻出しロールと巻取りロールとの間に張り渡された長尺の可撓
性の支持基板３を連続的に搬送ロールで搬送しながら、各層を支持基板３側から順に形成
する。また、本実施形態では、有機ＥＬ素子１の製造は、イエロー光環境下で行われる。
図３に示されるように、イエロー光は、５００ｎｍ以下の波長域を含まない（５００ｎｍ
以下の波長が遮断された）光である。
【００５５】
　有機ＥＬ素子１を製造する場合、図２に示されるように、支持基板３を洗浄する（基板
洗浄工程Ｓ０１）。支持基板３の洗浄方法としては、例えば、シャワー洗浄、ブラシ洗浄
、ディップ洗浄等が挙げられる。次に、洗浄した支持基板３上に、陽極層５を形成する（
陽極層形成工程Ｓ０２）。陽極層５は、陽極層５の説明の際に例示した形成方法で形成し
得る。続いて、陽極層５上に正孔注入層７及び正孔輸送層９をこの順番で形成する（正孔
注入層形成工程Ｓ０３、正孔輸送層形成工程Ｓ０４）。正孔注入層７及び正孔輸送層９は
、正孔注入層７及び正孔輸送層９の説明の際に例示した形成方法で形成し得る。
【００５６】
　次に、正孔輸送層９上に発光層１１を形成する（発光層形成工程（第１形成工程）Ｓ０
５）。発光層１１は、発光層１１の説明の際に例示した形成方法で形成し得る。具体的に
は、発光層１１を形成する発光材料を有機溶媒に溶解させた塗布液を用いて、塗布法によ
って発光層１１を形成する。イエロー光の発光スペクトルの少なくとも１つのピークの波
長は、上記塗布液の吸収スペクトルの分布内である。図４は、発光層の吸収スペクトル分
布を示す図である。図４では、横軸が波長［ｎｍ］を示し、縦軸が吸収度を示している。
吸収度は、ｌｏｇ（Ｉｏ／Ｉ）である。Ｉｏは、入射光強度であり、Ｉは、透過光強度で
ある。図４では、有機溶媒として、ＴＨＦ（tetrahydrofuran：テトラヒドロフラン）を
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２０ｐｐｍ又は２０００ｐｐｍ用いた塗布液の一例を示している。
【００５７】
　本実施形態では、発光層１１の形成を開始（上記塗布液を塗布）してから陰極層１５の
形成を開始するまでの環境における発光層１１に入射する光（入射光）の積算照度の上限
値を設定して、積算照度が当該上限値以下となるように有機機能層（発光層１１及び電子
注入層１３）を形成する。具体的には、積算照度に起因する相対寿命及び相対電流発光効
率に基づいて設定される有機ＥＬ素子１の製品寿命が所定時間以上となるように、積算照
度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係から、製品寿命が所定時間以上となる積算照
度の上限値を設定する。積算照度は、入射光の累積の照度値（入射光の照度と照射時間と
の積）である。相対寿命は、積算照度が「０（ゼロ）」である場合の有機ＥＬ素子１の寿
命を１００％としたときの、寿命の相対値である。相対電流発光効率は、積算照度が「０
（ゼロ）」である場合の有機ＥＬ素子１の電流発光効率を１００％としたときの、電流発
光効率の相対値である。
【００５８】
　有機ＥＬ素子１の製品寿命は、以下の式から算出される。
      ＬＴ＝（ＬＴ０）×ΔＬＴｔ×（ΔＥｆｆｔ）２

　上記式において、ＬＴ［ｋｈｒｓ］は、有機ＥＬ素子１の推定される製品寿命である。
ＬＴ０は、イエロー光環境下において積算照度が「０」である場合の製品寿命である。Δ
ＬＴｔは、イエロー光環境下において有機ＥＬ素子１に所定時間「ｔ」だけイエロー光が
入射した場合の積算照度における相対寿命である。ΔＥｆｆｔは、イエロー光環境下にお
いて有機ＥＬ素子１に所定時間「ｔ」だけイエロー光が入射した場合の積算照度における
相対電流発光効率である。
【００５９】
　図５は、本実施形態における積算照度と相対寿命との関係を示す図である。図５では、
横軸が積算照度［ｌｘ・ｈｒｓ］を示し、縦軸が相対寿命［％］を示している。図６は、
本実施形態における積算照度と相対電流発光効率との関係を示す図である。図６では、横
軸が積算照度［ｌｘ・ｈｒｓ］を示し、縦軸が相対電流発光効率［％］を示している。図
７は、本実施形態における積算照度と相対寿命及び相対電流発光効率とを示す表である。
図５～図７では、７つのサンプルを一例に示している。図５及び図６では、図７において
「１」で示される、積算照度が「０」の場合のプロットを省略している。図９に示される
ように、積算照度が「０」の場合、有機ＥＬ素子１の製品寿命は、例えば、１４０［ｋｈ
ｒｓ］である。積算照度と相対寿命との関係、及び、積算照度と相対電流発光効率との関
係は、例えば、実験、試験等により得られる。積算照度と相対寿命との関係、及び、積算
照度と相対電流発光効率との関係は、有機機能層（本実施形態では発光層１１及び電子注
入層１３）を形成する前の工程で取得され得る。
【００６０】
　図７に示されるように、積算照度が「０」の場合には、相対電流発光効率及び相対寿命
は「１００（％）」である。図５及び図７に示されるように、積算照度が高くなると、相
対寿命が低下する傾向にある。図６及び図７に示されるように、積算照度が高くなると、
相対電流発光効率が低下する傾向にある。例えば、積算照度が「１００（ｌｘ・ｈｒｓ）
」の場合には、相対寿命が「４５（％）」になり、相対電流発光効率が「８４（％）」に
なる。相対電流発光効率が「８４（％）」となると、有機ＥＬ素子１において定格輝度を
出力するためには、電流値が１．１９倍（１／０．８４）となる。有機ＥＬ素子１に高電
流を供給すると、電流値の２乗で、有機ＥＬ素子１の寿命が短くなる。
【００６１】
　図５～図７に示される相対電流発光効率及び相対寿命に基づいて、上記式から算出され
る製品寿命を図８及び図９に示す。図８は、積算照度と製品寿命との関係を示す図である
。図８では、横軸が積算照度［ｌｘ・ｈｒｓ］を示し、縦軸が製品寿命［ｋｈｒｓ］を示
している。図９は、積算照度と製品寿命との関係を示す表である。
【００６２】
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　有機ＥＬ素子１が照明等に用いられる場合、４０［ｋｈｒｓ］（４０，０００時間）以
上の製品寿命であることが好ましい（図８において破線で示す）。図９に示されるように
、本実施形態において、製品寿命が４０［ｋｈｒｓ］となるのは、積算照度が１００［ｌ
ｘ・ｈｒｓ］以下の場合である。以上により、本実施形態では、有機ＥＬ素子１の製品寿
命が４０［ｋｈｒｓ］以上となるように、積算照度の上限値を１００［ｌｘ・ｈｒｓ］と
設定することが好ましい。つまり、発光層１１の形成を開始してから陰極層１５の形成を
開始するまでの環境における光の積算照度を１００［ｌｘ・ｈｒｓ］以下とすることが好
ましい。
【００６３】
　続いて、図２に示されるように、発光層１１上に電子注入層１３を形成する（電子注入
層形成工程Ｓ０６）。電子注入層１３は、電子注入層１３の説明の際に例示した形成方法
で形成し得る。そして、電子注入層１３上に陰極層１５を形成する（陰極層形成工程（第
２形成工程）Ｓ０７）。陰極層１５は、陰極層１５の説明の際に例示した形成方法で形成
し得る。その後、陰極層１５上に封止部材（図示省略）を貼り合わせ、支持基板３を切断
することにより有機ＥＬ素子１を個片化する。以上により、有機ＥＬ素子１が製造される
。
【００６４】
　以上説明したように、本実施形態に係る有機ＥＬ素子１の製造方法では、有機ＥＬ素子
１の製品寿命が所定時間以上となるように、積算照度と相対寿命及び相対電流発光効率と
の関係から、製品寿命が所定時間以上となる積算照度の上限値を設定する。そして、有機
ＥＬ素子１の製造方法では、発光層１１に入射する光の積算照度が上限値以下となるよう
に、有機機能層（発光層１１、電子注入層１３）を形成する。これにより、有機ＥＬ素子
１の製造方法では、製品寿命が所定時間以上となる有機ＥＬ素子１を製造できる。したが
って、有機ＥＬ素子１の製造方法では、信頼性の低下を抑制できる。
【００６５】
　具体的には、本実施形態に係る有機ＥＬ素子１の製造方法では、光の積算照度が１００
ｌｘ・ｈｒｓ以下となるように、発光層１１から陰極層１５までを形成する。これにより
、有機ＥＬ素子１の製造方法では、製品寿命が４０［ｋｈｒｓ］以上となる有機ＥＬ素子
１を製造できる。
【００６６】
　本実施形態に係る有機ＥＬ素子１の製造方法では、発光層１１に入斜し得る光の発光ス
ペクトルの少なくとも１つのピークの波長は、有機溶媒に溶解した発光層１１を形成する
材料の吸収スペクトルの分布内である。このように、発光層１１を形成する材料の吸収ス
ペクトルの分布内に光の発光スペクトルのピーク波長が含まれる場合には、上記有機ＥＬ
素子１の製造方法が特に有効である。
【００６７】
　本実施形態に係る有機ＥＬ素子１の製造方法では、発光層１１に入射し得る光は、５０
０ｎｍ以下の波長域を含まない。有機ＥＬ素子１の製造においては、短波長域に高感度な
材料を使うことがある。そのため、５００ｎｍよりも短波長の光がカットされたいわゆる
イエロー光を用いることにより、短波長域に高感度な材料が反応することを抑制すること
ができるため、光が有機ＥＬ素子１の特性に影響を与えることを抑制できる。
【００６８】
　以上、本発明の実施形態について説明してきたが、本発明は必ずしも上述した実施形態
に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で様々な変更が可能である。
【００６９】
　例えば、上記実施形態では、陽極層５、正孔注入層７、正孔輸送層９、発光層１１、電
子注入層１３及び陰極層１５がこの順番で配置された有機ＥＬ素子１を例示した。しかし
、有機ＥＬ素子１の構成はこれに限定されない。有機ＥＬ素子１は、以下の構成を有して
いてもよい。
（ａ）陽極層／発光層／陰極層
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（ｂ）陽極層／正孔注入層／発光層／陰極層
（ｃ）陽極層／正孔注入層／発光層／電子注入層／陰極層
（ｄ）陽極層／正孔注入層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極層
（ｅ）陽極層／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／陰極層
（ｆ）陽極層／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子注入層／陰極層
（ｇ）陽極層／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極層
（ｈ）陽極層／発光層／電子注入層／陰極層
（ｉ）陽極層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極層
　ここで、記号「／」は、記号「／」を挟む各層が隣接して積層されていることを示す。
上記（ｆ）は、上記実施形態の構成を示している。
【００７０】
　電子輸送層は、陰極層、電子注入層又は陰極により近い電子輸送層から発光層への電子
注入効率を向上させる機能を有する機能層である。電子輸送層の厚さは、電気的な特性や
成膜の容易性などを勘案して適宜設定され、例えば１ｎｍ～１μｍであり、好ましくは２
ｎｍ～５００ｎｍであり、さらに好ましくは５ｎｍ～２００ｎｍである。
【００７１】
　電子輸送層を構成する電子輸送材料には、公知の材料が用いられ得る。電子輸送層を構
成する電子輸送材料としては、オキサジアゾール誘導体、アントラキノジメタン若しくは
その誘導体、ベンゾキノン若しくはその誘導体、ナフトキノン若しくはその誘導体、アン
トラキノン若しくはその誘導体、テトラシアノアントラキノジメタン若しくはその誘導体
、フルオレノン誘導体、ジフェニルジシアノエチレン若しくはその誘導体、ジフェノキノ
ン誘導体、または８－ヒドロキシキノリン若しくはその誘導体の金属錯体、ポリキノリン
若しくはその誘導体、ポリキノキサリン若しくはその誘導体、ポリフルオレン若しくはそ
の誘導体などが挙げられる。
【００７２】
　電子輸送層の形成方法としては、例えば、陽極層５で例示した方法が挙げられる。
【００７３】
　有機ＥＬ素子１は、一層の有機機能層を有していてもよいし、複層（２層以上）の有機
機能層を有していてもよい。上記（ａ）～（ｉ）の層構成のうちのいずれか１つにおいて
、陽極層５と陰極層１５との間に配置された積層構造を「構造単位Ａ」とすると、２層の
有機機能層を有する有機ＥＬ素子の構成として、例えば、下記（ｊ）に示す層構成を挙げ
ることができる。２個ある（構造単位Ａ）の層構成は、互いに同じであっても、異なって
いてもよい。電荷発生層とは、電界を印加することにより、正孔と電子とを発生する層で
ある。電荷発生層としては、例えば酸化バナジウム、ＩＴＯ、酸化モリブデン等からなる
薄膜を挙げることができる。
（ｊ）陽極層／（構造単位Ａ）／電荷発生層／（構造単位Ａ）／陰極層
【００７４】
　また、「（構造単位Ａ）／電荷発生層」を「構造単位Ｂ」とすると、３層以上の発光層
１１を有する有機ＥＬ素子の構成として、例えば、以下の（ｋ）に示す層構成を挙げるこ
とができる。
（ｋ）陽極層／（構造単位Ｂ）ｘ／（構造単位Ａ）／陰極層
【００７５】
　記号「ｘ」は、２以上の整数を表し、「（構造単位Ｂ）ｘ」は、（構造単位Ｂ）がｘ段
積層された積層体を表す。また複数ある（構造単位Ｂ）の層構成は同じでも、異なってい
てもよい。
【００７６】
　電荷発生層を設けずに、複数の有機機能層を直接的に積層させて有機ＥＬ素子を構成し
てもよい。
【００７７】
　上記実施形態では、５００ｎｍ以下の波長域を含まないイエロー光の環境下において有
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機ＥＬ素子１を製造する形態を一例に説明した。しかし、イエロー光以外の光の環境下に
おいて有機デバイスを製造してもよい。この場合、光の発光スペクトルと発光層の吸収ス
ペクトルとに基づいて、積算照度の上限値を設定すればよい。
【００７８】
　上記実施形態では、第１電極層が陽極層５であり、第２電極層が陰極層１５である形態
を一例に説明した。しかし、第１電極層が陰極層であり、第２電極層が陽極層であっても
よい。
【００７９】
　上記実施形態では、発光層１１を形成した後で電子注入層１３を形成し、電子注入層１
３を形成した後で陰極層１５を形成する形態を一例に説明した。しかし、発光層１１（電
子注入層１３）を形成した後、陰極層１５の形成を開始するまでに、有機機能層が形成さ
れた支持基板３が一時的に保管されてもよい。この場合、有機機能層が形成された支持基
板３は、積算照度の上限値以下となる環境において保管されればよい。
【００８０】
　上記実施形態では、発光層１１の形成を開始してから陰極層１５の形成を開始するまで
の環境における光の積算照度の上限値を設定して、当該上限値以下となるように有機機能
層を形成する形態を一例に説明した。しかし、発光層を形成する前に形成される有機機能
層を形成する工程においても、光の積算照度の上限値を設定して、当該上限値以下となる
ように有機機能層を形成してもよい。
【００８１】
　上記実施形態では、発光層１１の形成を開始してから陰極層１５の形成を開始するまで
の環境における光の積算照度の上限値を設定する形態を一例に説明した。しかし、上記積
算照度の上限値を設定する代わりに、発光層１１の形成を開始してから陰極層１５の形成
を開始するまでの環境における光の積算吸収放射照度の上限値を設定してもよい。すなわ
ち、発光層１１の形成を開始してから陰極層１５の形成を開始するまでの環境における光
の積算吸収放射照度の上限値を設定して、積算吸収放射照度が当該上限値以下となるよう
に有機機能層を形成してもよい。
【００８２】
　上記積算吸収放射照度は、発光層１１を形成する材料の光の各波長に対する積算放射照
度の積分値である。発光層１１を形成する材料の光の各波長に対する積算放射照度は、発
光層１１を形成する材料の光の各波長に対する吸収率を、発光層１１の形成を開始してか
ら陰極層１５の形成を開始するまでの環境における光の各波長に対する積算放射照度に重
みとして掛け合わせたものである。なお、積算放射照度とは、光の累積の放射照度値（光
の放射照度と照射時間との積）である。発光層１１を形成する材料の光の各波長に対する
積算放射照度を全波長で積分することにより、積算吸収放射照度を算出することができる
。当該積算吸収放射照度の上限値は、当該積算吸収放射照度に起因する相対寿命及び相対
電流発光効率に基づいて設定される有機デバイスの製品寿命が所定時間以上となるように
、当該積算吸収放射照度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係から、製品寿命が所定
時間以上となるように設定する。当該積算吸収放射照度と相対寿命及び相対電流発光効率
との関係は、前述の積算照度と同様、実験、試験等により得られる。また、積算吸収放射
照度と相対寿命との関係、及び、積算吸収放射照度と相対電流発光効率との関係は、有機
機能層（本実施形態では発光層１１及び電子注入層１３）を形成する前の工程で取得され
得る。
【００８３】
　上記実施形態では、有機デバイスとして、有機ＥＬ素子を一例に説明した。有機デバイ
スは、有機薄膜トランジスタ、有機フォトディテクタ、有機薄膜太陽電池等であってもよ
い。
【符号の説明】
【００８４】
　１…有機ＥＬ素子（有機デバイス）、３…支持基板、５…陽極層（第１電極層）、７…
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正孔注入層（有機機能層）、９…正孔輸送層（有機機能層）、１１…発光層（有機機能層
）、１３…電子注入層（有機機能層）、１５…陰極層（第２電極層）。
【要約】
【課題】信頼性の低下を抑制できる有機デバイスの製造方法を提供する。
【解決手段】有機デバイスの製造方法は、基板３上に配置された第１電極層５上に、少な
くとも発光層１１を含む有機機能層を形成する第１形成工程と、有機機能層上に第２電極
層１５を形成する第２形成工程と、を含み、発光層１１の形成を開始してから、第２電極
層１５の形成を開始するまでの環境における光の積算照度の上限値を設定して、積算照度
が当該上限値以下となるように有機機能層を形成し、積算照度に起因する相対寿命及び相
対電流発光効率に基づいて設定される有機デバイス１の製品寿命が所定時間以上となるよ
うに、積算照度と相対寿命及び相対電流発光効率との関係から、製品寿命が所定時間以上
となる積算照度の上限値を設定する。
【選択図】図１

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】
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